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研究成果の概要（和文）：  本研究は、社会的企業（及びコミュニティ・ビジネス）に関する理論的・実証的検討を踏
まえて、持続可能な農業・農村開発に資する方策について総合的な分析を行った。具体的には、農業コミュニティ・ビ
ジネスの推進要因、農村共有資源のガバナンス、社会的企業のイノベーション推進要因の分析の結果、社会関係資本な
どの協働ネットワークの形成が社会的企業の経済性と社会性の同時達成において重要なことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　This research conducted comprehensive analyses on the measures that will 
contribute to sustainable agriculture and rural development based on the theoretical and empirical study 
on social business (and community business). Specifically, results of the analyses on the promotion 
factor of agricultural community business, governance of rural common-pool resources and innovation 
promoting factors of social business, indicated that the formation of collaboration network plays 
important roles in simultaneous achievement of economic efficiency and sociality.

研究分野：農業経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 農村地域における経済活動が持続性を有
するためには、地域の社会的問題を解決し得
る社会的イノベーション（Social Innovation）
が不可欠である。社会的イノベーションとは、
社会や組織のあり方を変える、社会・経済問
題の解決法における新しい考え方や方法の
ことである。 
  1980 年代末以降、農村開発政策は、EU で
はコミュニティ主導型、米国では人材育成型
の展開が図られたが、近年、EU では両者を
混合し、農村経済の多角化と資源管理の持続
性の両方を担保する社会的イノベーション
誘発型の政策が模索され始めている（Kinsella 
et al. 2010）。 
 日本における農村開発政策は，中央政府主
導と農業補助金支出を特質とする政策が展
開されてきた。近年はＥＵに倣った農村開発
政策が導入され始めているが、農村地域の持
続的発展のためには、共有資源の管理と国際
競争力のある農業経営体の育成、さらには農
村経済の多角的展開を両立しうる社会的イ
ノベーションの条件を探る必要があると考
え、本研究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、農村開発モデルの比較実
証分析を通じて、社会的イノベーション誘発
型の農業・農村開発のための課題を明らかに
することである。そのために、農業・農村に
おける資源管理や経済の多角化に資する方
策、社会的企業の経営戦略の特質とイノベー
ション活動促進の要因分析を通じて、社会的
イノベーションに資するガバナンスの条件
を総合的に分析することを試みる。 
 
３．研究の方法 
 社会的企業と関連分野の文献調査を通じた
研究課題と分析枠組みの設定、及び社会的企
業の定量的・定性的分析（農業コミュニテ
ィ・ビジネス、農村共有資源のガバナンス、
社会的企業のネットワークの効果、社会的企
業の革新性）を通じて、本研究の課題にアプ
ローチする。 
 
４．研究成果 
（１）研究動向の整理・分析枠組み 
１）研究動向 
 社会的企業研究を軸に、農業経済学、開発
経済学、地域科学、関連領域の文献調査を進
め、その動向整理を行うとともに、主要な研
究課題を抽出した。 
 第１に、社会的起業によるイノベーション
創出のメカニズムに関する研究は急速に進
んでいる（Sanzo-Perezet al. 2015、 Phillips et 
al.2015）。その中心主体として社会的起業家
と社会的企業（及びコミュニティ・ビジネス）
を位置付けることができる。そして、これま
での社会的起業家精神に関する研究は、鍵概
念の抽出や起業過程における重要要因の特

定、一般の起業家精神との共通点と相違点に
着目したものに分けることができる（Ferri 
2014）。 
 第２に、実証的な定量分析は Hoogendoorn 
et al.(2010)が不足を指摘しているが、2010 年
代に入ってからは研究蓄積が進んでいる。そ
れらは、起業家の個人特性（Personal Traits）
や起業動機（Motives）に着目した研究、組織
特性や社会的・制度的要因に着目した研究の
２つに整理することができる。 
 第３に、社会的企業においては組織間の多
様なネットワーク形成とそのマネジメント
が重要である。特に、社会的企業が社会性と
経済性の 2つのミッションの同時達成に対し
て、これらのネットワークが果たす役割を明
らかにすることが重要である。 
 
２）分析の枠組み 
 社会的企業（SB：Social Business）の最重要
課題としては、社会性と経済性のトレー
ド・オフをいかに打破するかである。図１は
社会的企業の事業フロンティアを示したも
のである。すなわち、SB は満たすべき最低
限の社会性水準(Smin)があると同時に事業体
としての持続性を有するためには、最低限の
経済性水準(Emin)を満たす必要がある。しか
しながら、日本における多くの SB では、経
済性の水準が低 くなっていることが指摘さ
れている(図１の A点)。そして、既存の事業
フロンティア内におい て経済性を高めよう
とすると、社会性が低下してしまうという問
題に直面している(A点→B点)。 
 

 
 ここで社会性を維持しつつ、経済性を高
めるためには「協働ネットワーク」の形成
を通じた「共感」が重要であると考えられる。
「協働ネットワーク」とは知識・スキルの習
得など共同学習 を通じたネットワークの形
成を指している(事業フロンティア FF→F’F’)。
企業行動におけるネッ トワーク形成のコス
トを低減させるとともに、SB の組織革新を
促すことで経済性を高い レベルに引き上げ
ることができると考えられる(A点→C点)。た
だし、「協働ネットワーク」は、社会関係資
本の一種であると考えられ、公共財的側面を
有するため、市場による供給では過少供給と
なり、「市場の失敗」を招く可能性がある。
すなわち、SB の持続性を高めるためには、



政策的に「協働ネットワーク」を形成するた
めの基盤をつくる必要がある。 
 
（２）実証分析 
１）農業関連のコミュニティ・ビジネスの推
進に関する分析 
 農村ガバナンスの中核として 農業関連
のコミュニティ・ビジネス（以下、CB）を位
置づけ、新潟市住民を対象としたアンケート
調査結果を用いて、CB 推進の社会経済的要
因と地理的要因を明らかにすると同時に、政
策的含意を導出した。 
 分析の結果、新潟市の地域住民は農業に対
して環境アメニティ、社会関係資本の蓄積、
地域資源の管理といった機能の発揮を評
価・期待しており、住民の生活の質の向上に
おける基本的要素と農業が密接に結び付い
ていることが明らかとなった。 
 また、CB推進の決定要因を分析した結果、
都市化度、農業・農地に対する評価、地域資
源の蹴存水準とそのタイプ(特に人的ネット
ワークなど)および社会関係資本が影響して
おり、また推進分野として環境、文化、景観、
教育などを重視していることが明らかとな
った。したがって、新潟市の都市計画におい
て環境、文化、景観、教育など農業の多面的
樺能を発揮しうる農業関連のコミュニテ
ィ・ビジネスを推進する方策は有効であるこ
とが示唆された。 
 
２）農村共有資源のガバナンスに関する分析
-土地改良区を事例として- 
 農村における地域共有資源の管理に関す
る中間支援組織としての土地改良区の機能
に着目し、調査・分析を行った。具体的には、
維持管理に係る土地改良区の収支構造の統
計的分析を通じて、その規定要因を明らかに
すると同時に、地域性の有無を析出した。 
 分析の結果、第１に、新潟県における土地
改良の特質としては、基幹的水利施設のスト
ック水準の高さとコスト面から見た農業経
営における土地改良関連費用の大きさを指
摘でき、1990年代以降の農村公共事業の推進
とともに強化されたことが明らかとなった．
第２に、新潟県の土地改良区を対象とした統
計分析（パネルデータ分析）の結果、維持管
理に係る土地改良区の支出構造には、運営体
制、助成構造並びに賦課方式が影響している
ことを明らかにした。さらに、農地・水環境
対策などの農村インフラの保全及び環境政
策は、集落機能の強化を通じて、土地改良の
維持管理費の削減を促すだけでなく、農業経
営の競争力向上にも間接的に貢献する可能
性を有していることが示唆された． 
 中長期的な視野にたてば、農村における公
共財の持続的供給には、共同体の機能強化、
適切な財政制度と投資環境の整備を通じて、
政府と共同体の補完的な関係を再構築する
ことが必要であると考えられる． 
 

３）社会的企業のネットワークの形成と効果
に関する分析 
 新潟県と愛知県の SB を事例として、ネッ
トワークのタイプとして経済と協働の 2つに
着目し、それらが共感性認識と経済価値に与
える影響を検証的因子分析(CFA)によって明
らかにした。 
 分析の結果、社会的企業の持続的な発展の
ためには、共感を伴う協働ネットワークが重
要であることが示唆された。このことは地域
公共財の創出・供給において、効率性を一定
程度保ちつつ行うという社会的企業の社
会・経済的な特質が深く関わっているためと
考えられる。一方、共感を伴わない協働ネッ
トワーク形成はかえって社会的企業の経済
性を低下させる可能性があることが示唆さ
れた。 
 
４）社会的企業の革新性に影響を及ぼす要因
に関する分析 
 日本の新規開業企業を対象とした調査の
二次データを利用し、社会的企業の革新性の
有無に影響する諸要因のうち、起業家の事業
戦略・選好、経営者能力、組織特性（主に内
的市場マネジメント）、社会的・制度要因を
中心に探索的に分析することを試みた。 
 クロス集計分析及びロジット分析の結果、
社会的企業の革新性には、一般企業と同様に、
起業者の選好・事業戦略と経営能力、組織の
内的市場マネジメント、外部ネットワークが
影響していることが明らかとなった。また、
一般企業との比較および革新性の高低に着
目した分析を通じて、社会的企業と一般企業
には共通点と相違点があるとともに、革新性
の高い社会的企業に特徴的な要因があるこ
とが明らかとなった。このことより、社会的
起業家および社会的企業のターゲッティン
グを行いつつ、政策やサポート体制を構築す
ることが有効であることが示唆された。 
 
５）その他 
 新潟県内における社会的企業、及び中間支
援組織へのインタビュー調査、文献調査・デ
ータ分析を行うとともに、アンケート調査を
実施した。 
 また、日本と海外の状況を比較するために、
イギリスを対象に、食料・農業・農村分野に
おける社会的企業、中間支援組織、社会的起
業家の育成機関に対して、インタビュー調査
を実施するとともに、文献調査・分析を実施
した。 
 日本の事例と海外の事例の双方において、 
農村地域資源の開発・利活用において地域内
外の NPO、大学・研究機関との連携を通じた
ネットワークの形成が重要な役割を果たし
ており、その効果が農村の他主体へも波及し
ていることが確認された。 
 今後、社会経済的なネットワークのタイプ
の違いが地域内外へ与える影響メカニズム
の理論化とその定量的分析を行う必要があ



ることが示唆された。 
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